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Abstract

The theme of Corporate Social Responsibility (CSR) has become broader and more complicated

subject compared to 1970s one which was the first CSR boom in Japan. We have had a team of CSR

and studied status of CSR by questionnaire survey to intelligent persons in Japan, and did interviews

to some Japanese companies that are earnest to perform CSR activities. 

This study has been performed under the subsidy of University President of Bunkyo.

Section 1 shows the aim, method, research results of questionnaire survey. And we will show the

interview survey results at Section 2.

Content of this article is as follows.  

1. Introduction
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１．はじめに

現在、我が国において、企業の社会的責任（CSR）が1970年代に続いて、再び問われている。ただ

今日の課題は、70年代と比べてはるかに広範となり、また国際企業の行動規範と関係して、よりグロ

ーバルなものとなってきた。法的な規制も企業の行動規範を問う形で、多様な形で施行されつつある。

企業は、そのステイクホルダーズ（利害関係者）或いはコンスティチュエンシーズとの間において、

各種の形で責任を果たすことを強く求められ、それが社会の企業評価に繋がっている。これらは株主

への投資収益率・資産収益率上昇、社会的な消費者満足・ブランド評価、製品・サービスの安心感と

信頼の維持、従業員の各種社会的要求への対応、従業員の社会貢献活動の促進、法律遵守のための行

動基準制定と推進など、様々な側面に渡る。最早、「会社が利益をあげて、株主に還元している」、

「会社の運営上、法的責任を普通に果たしている」というだけでは、企業の社会的責任を果たせたと

は言えなくなってきている。公衆（シビック）との間において、企業がいかに関わり、積極的に企業

の関与する社会経済問題への提案をし続けるか、ということが今日の企業の抱える大きな課題であ

る。

この調査は、急速に複雑化し、広範な分野にわたりつつある企業の社会的責任について着目し、平

成16年度（2004年度）に、「企業の社会的責任の研究」で学長調整金を得て、有識者アンケート調査、

企業担当者インタビューを通じて、調査実施した結果をまとめるものである。調査担当には、国際学

部の那須、杉山、情報学部の金、横内が当たった。インタビューは那須と杉山、有識者アンケートの

作成は那須、有識者サンプリングと発送準備は金が主として当たった。そして集計に当たっては、特

定非営利活動法人e-Driveの協力を頂いている。

なお、1970年代の企業の社会的責任については、那須が当時勤務していた株式会社三菱総合研究所

の調査を通じて、成果をまとめたものがある。１）これは我が国の有識者層をある有力英字雑誌購読

者のサンプルサーベイで調査し、しかも日本語、英語の質問文併記によって、日本人有識者と在日外

国人有識者の意識を共通に引き出せるものであった。その結果、回答比率６2.7％という高い関心を

得ている。今回の有識者調査では、それとは異なる有識者の母集団を採用しているが、本課題が広範

に広がって、有識者の関心が拡散したこともあって、回収比率は10％程度に留まった。

この研究結果が、現在大きな課題となった企業の社会的責任研究への一歩になれば幸いである。本
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稿は、研究チームを代表して執筆するものである（チーム共同の成果である）。

本稿の執筆は17年度から取り掛かってきたが、17年度は人材育成学会大会の本学における大会副委

員長としての学術業務があり、準備と運営のために多大な時間を取られた。やむを得ず、17年度の国

際学部紀要第２号への投稿予約を延期して、18年度国際学部紀要に掲載することとなったことを記す

次第である。

このように有識者アンケート調査と企業インタビュー調査を実施したが、紙数の関係から、今回は

アンケート調査の結果について記する。インタビュー調査の結果は、（その２）として、改めて稿を

起こすこととしたい。（その２）では、アンケート調査結果とインタビュー調査結果との対比、各種

資料を用いた分析をも実施する予定である。

２．アンケート調査の枠組みの設定

アンケート調査票設計の枠組みは、日本経済新聞社が実施した「企業の社会的責任（ＣＳＲ）調査」

に基づいて作成した。２）これは日経リサーチの協力の下に、東証１・２部上場企業とそれに準じる有

力企業を対象としており、アンケート票を送付して、847社の有効回答があったということである。

企業の社会的責任を①経営戦略・組織体制、②コンプライアンス（法律などの遵守）、③社会貢献、

④従業員対応、⑤消費者・取引先対応、の５つから構成されるものとしている。ここでは経営の透明

性確保、環境配慮、雇用も含めた従業員への対応といった様々な視点を盛り込んでいる。これは国際

的なＣＳＲ標準化の動向に即して、多面的に設計されたものと言える。

国際標準化機構（ＩＳＯ）によるＣＳＲ規格の作成は2005年１月より本格的に行なわれており、社

会の幅広い要請に答え、企業の価値を高める経営を実現できる基準として国際的に受け入れられるこ

とが予期される。これはISO26000として、現在作成中であり、企業などの組織が地域や活動の性格

に関わらず、それぞれの利害関係者との間に生まれる社会的責任を促すことを目指している。2008年

10月からの発行が予定されている。

日経調査では、91の設問を設けて５段階に分けて得点化し、ＣＳＲ活動に熱心な企業の順位を総合

得点でランキング化した。

有識者アンケート調査においては、この日経調査（企業対象調査）で使用された項目を参考にして、

有識者調査用に53の項目を設けて、それぞれについて５段階で回答を求めている（53の中には５つの

「その他」を含んでいる）。企業対象調査が、企業における事実の入手を目指すのに対して、有識者調

査は有識者の考えを聞くことが狙いである。

３．有識者アンケートの対象と回収結果

全体的に①我が国におけるＣＳＲ活動の重要性順位、②企業の経営戦略・組織体制と企業の実際、

③コンプライアンスと企業の実際、④社会貢献活動と企業の実際、⑤企業の消費者・取引先への対応

と企業の実際、⑥自由記入、⑦フェイスシート項目、の７つから構成され、問11まである。従業員対

応は、社会貢献活動の中に含めて設定した。

回答の中心となる４つの部分は、それぞれ5段階評価（大変重要、やや重要、どちらでもない、あ
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まり重要でない、全く重要でない）として回答して頂いている。また、「企業の実際」とは、大変重

要と回答した中で、実際の企業においてあまり実行されていない項目番号を答えて頂いたものである。

また①の重要性順位は、「その他」を含む7項目のうちで、１：最重要、２：次に重要、３：3番目に

重要、と番号を記入してもらった。

アンケート票の単純集計結果は、巻末に掲載した。

アンケート調査対象は、某有力校の最新の同窓生名簿を使用し、1,000名を系統抽出法によりサン

プリングした。自宅へのアンケート票郵送時期は平成17年２月であり、２月末までを回答期限とした

（回答送付用の郵便切手付きの封筒を同封）。

宛先不明者を除いて、回収率は約10％であり、回答者数は84名である。

４．調査結果の分析

４－１．回答者特性（年齢、性別、職業、居住地）

回答者は60歳代、次いで50歳代、40歳代の順で多く、20歳代と30歳代の若年層は、計９人であった。

職業は企業経営が最も多く、企業勤務（事務・営業職）、自営業・その他勤務者がこれに次ぐ（計43

名と51％）。専業主婦４名、パート・アルバイト４名、会社勤務（技術・研究職）４名で、大学生・

院生はわずか2名であった。性別では男性が61名と72％を占めた。居住地は東京都が最も多く、神奈

川、千葉、埼玉を含めると80名とほとんどを占める。

こうしたことから、ＣＳＲに関心を持つ有識者は、企業経営者が多く、また会社人や自営業者など

である。1970年代のＣＳＲと異なり、現在のＣＳＲは範囲が広範で、内容が複雑になったことから、

企業人以外は個々の問題には関心が向くとしても、ＣＳＲ全体にはあまり関心を寄せていないという

ことであろう。調査時期が年度末に近く、多忙であったことも考えられるが、主婦、パート・アルバ

イト、学生などの人々があまり回答しなかったことは、ＣＳＲ問題に寄せられる大衆社会の関心の希

薄さが推察される。

４－２．企業におけるＣＳＲ活動の重要性順位

ＣＳＲ活動の重要性は、図１のようにコンプライアンス、経営戦略・組織体制の健全さの２つが

「最も重要」と多く答えられており、消費者や取引先への対応がこれに次ぐ。社会貢献活動の実施や

従業員への対応の良さ、はこれらに比して重要度で劣り、広告の健全さ・イメージの良さは、ＣＳＲ

では重視されていない（ＣＳＲ課題とは別のものと考えられている）。

４－３．企業の経営戦略・組織体制で重要なこと、そのうち実際にあまり実行されていないもの

図２のように、経営トップが現場や社外から意見を聞くこと、ＣＳＲ管理の範囲の広さ、役員会に

おけるＣＳＲ役員の地位の高さ、ＣＳＲ専門組織の存在、ＣＳＲ担当役員の存在が重視されている。

反対に重視されていないのは、経営トップの社内家族主義である。その他の項目は、株主利益配分重

視、従業員への利益配分重視が肯定のほうが多い。役員報酬の開示は、どちらとも言えない。

ここで最も重要ということになった４項目については、実際にあまり実行されていないという回答

があった（図３参照）。特に経営者が現場や社外から意見を聞くこと、役員会でのＣＳＲ役員の地位

の高さが多く挙げられている。
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４－４．企業のコンプライアンス（法律などの遵守）で重要なこと、そのうち実際にあまり実行され

ていないもの

図４のように企業倫理遵守規定、取締役会によるリスクのチェック、法律違反リスクを管理する役

員の存在、経営監査の重視が重要視されており、さらに遵守規定違反者の懲戒処分、内部告発の許容、

公正取引委員会の告発・勧告への従順さ、株主代表訴訟への対応、遵守規定の外部への開示がこれら

に次ぐ。内部告発や公取委への従順さは、かつてはあまり考えられなかったことである。これが挙が

ったことは、注目に値する。

政府・役所への積極協力、企業施設内部の積極公開、法律遵守運動の展開、規定遵守社員の表彰な

どは、重視されていない。

最も重要と答えたもので、実際にはあまり実行されていないというのは、図５のように取締役会に

よるリスクのチェック、法律違反リスクを管理する役員の２つが多く挙げられている。経営監査の重

視、企業倫理遵守規定、遵守規定違反者の懲戒処分がこれらに次ぐ。

４－５．企業の社会貢献活動で重要なこと、そのうち実際にあまり実行されていないもの

社会貢献活動は、最近、大変重視されてきた活動である。それに熱心な企業では、企業勤務以外の

場での社会問題解決への参加推進、給与の端数の寄付など、意欲的に取り組んでいる。ただ、この設

問への回答は、明快な重視は少なく、「やや重要」を挙げる回答が多い。あまり・まったく重要でな

いという回答は少ないので、意味があることは認めるという程度であろう。

図６のように、温暖化ガス・廃棄物の把握と削減が最も重要視されている。それに次ぐのが従業員

メンタルヘルスケアへの取り組み、従業員との法的争いの少なさ、介護・育児休業制度の重視、社会

貢献部門や担当者の設置、高齢者・障害者雇用の促進、環境会計の実施・公開、雇用での男女機会均

等重視である。

文化・芸術貢献活動、メセナや寄付金の規模、従業員離職の少なさ・勤続年数の長いことは、重要

度が少ない。

図７は重要でも実行されていない活動であるが、やはり温暖化ガス・廃棄物の把握と削減が多い。

４－６．企業の消費者・取引先への対応で重要なこと、そのうち実際にあまり実行されていないもの

ここの回答は、社会貢献活動とは反対に、はっきりと重要性を認めた活動が多い。カスタマーフォ

ーカス（ＣＦ）であり、まさにビジネスに直結するためであろう。

図８のように、消費者の質問・苦情への積極的対応、個人情報保護法の遵守、製品リコールの実施

が特に重要視されている。ＣＳ（消費者満足）重視、トレーサビリティ（食品などの由来）公開、公

正取引方針の作成・維持も重視されている。「食品などの由来」という説明が理解されたかどうか、

やや疑問があるとも言える。

一方、重視されないのは、業界談合の重視、以前からの取引慣行維持で、低価格の維持もあまり重

要とされていない。

図９は重要でも実行されていないものであるが、個人情報保護法の遵守が特に多く、これは注目す

べきであろう。
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５．有識者アンケート調査による結論

以上の有識者アンケート調査の結果をまとめると、次のような点が指摘できる。

（１）ＣＳＲ活動については、コンプライアンス（法律などの遵守）、経営戦略・組織体制の健全さが

最も重要視されている。消費者や取引先への対応の良さが、これらに次ぐ。

（２）社会貢献活動については、温暖化ガス・廃棄物の把握と削減を除いて、あとは明確に「最も重

要」とする回答が比較的に少なく、「やや重要」が多い。全体として、他のＣＳＲ活動よりも重要度

で劣っている。つまり、まだそこまで有識者でも関心が行き届いていない、ということであろう。

（３）全体的にＣＳＲ活動には積極的な回答が目立つ。有識者としては、経営者が現場や社外から意

見をよく聞き、ＣＳＲ管理の範囲の広いこと、ＣＳＲ役員の地位の高さ、ＣＳＲ専門組織や担当役員

があることを求めている。コンプライアンスでは、取締役会や担当役員の法律違反リスクチェック、

企業倫理遵守規定、経営監査の重視が、また消費者・取引先への対応では、消費者対応―質問・苦情

へ対応、製品リコール、消費者満足、トレーサビリティ―を中心に、個人情報保護法の遵守、公正取

引方針の作成・維持が求められている。社会貢献活動では、温暖化ガス・廃棄物対処を中心に、従業

員対策、社会貢献部門や担当者の配置、環境会計の実施・公開が重要と考えられている。

（４）内部告発の許容や公取委への従順さは、最近の傾向と言ってよいであろう。

（５）ＣＳＲは、重要なものとして理解されている。ただ、まだ企業関係者以外には今日の広く複雑

になったＣＳＲは、あまり関心を持たれていないようである。70年代のように、石油危機、狂乱物価、

総需要抑制策、売り惜しみ等が頻発すれば、ＣＳＲの理解も容易で、ホットな話題であろうが、今日

はそうではない。

最後に、この「企業の社会的責任（ＣＳＲ）アンケート調査」にご協力頂いた回答者各位に厚く御

礼を申し上げたい。本研究は、上記の通り、平成16年度の学長調整金による「企業の社会的責任の研

究」によるものである。
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図３．問３　経営戦略・組織体制で重要でも実行されていないもの　回答者数

図４．企業のコンプライアンス（法律等の遵守）
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図７．問７社会貢献活動で重要でも実行されないもの
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